
Ⅳ 決算内容（一般会計）  

Ⅰ 歳入 

１ 歳入決算 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 歳入決算の状況（単位：百万円，％） 

 

平成30年度の歳入決算額は965億7000万円余で，前年度決算と比較して38億8000万

円余（4.2％）の増となりました。 

歳入の根幹をなす市税収入については，総額443億5000万円余で，前年度と比較して，

13億9000万円余（3.1％）の減となりました。減要因としては，一部法人の事業年度変更

に伴い納付時期が変更となったことによる法人市民税の減収や，都市計画税における平成 

30年度からの税率変更に伴う減収が挙げられます。 

また，各種交付金においては，都道府県間の清算基準の見直しに伴い地方消費税交付金が

減となるなど，総体として８億円余の減となっています。 

国庫支出金，都支出金は歳出と連動して増となり，財産収入では，不動産売払収入が増と

なりました。また，繰入金では市税の減収への対応に伴う財政調整基金からの繰入金の大幅

な増があったことなどにより，総体でも増となり，前年度からの繰越金も増となりました。 

市債については，駅前広場整備に伴う用地取得や新クリーンセンターの建設工事の借入が

あったことなどから増となりました。引き続き後年度負担の抑制と世代間負担公平化の視点

から市債バランスに留意した借入れを行います。 

決算額 構成比 決算額 構成比

合  計 96,577 100.0 92,689 100.0 3,888 4.2

5 市 税 44,352 45.9 45,748 49.4 ▲ 1,395 ▲ 3.1 法人▲1,958，都市計画税▲73，個人290，固定資産税356

10 地 方 譲 与 税 333 0.3 329 0.3 3 1.1 自動車重量譲与税3

15 利子 割交 付金 88 0.1 83 0.1 5 6.4

16 配当 割交 付金 293 0.3 341 0.4 ▲ 47 ▲ 13.9 配当所得の減

17
株 式 等 譲 渡

所 得 割 交 付 金
240 0.2 341 0.4 ▲ 102 ▲ 29.8 株安による減

18
地 方 消 費 税

交 付 金
3,968 4.1 4,651 5.0 ▲ 683 ▲ 14.7 地方消費税における清算基準の見直し

20
ゴ ル フ 場

利 用 税 交 付 金
10 0.0 10 0.0 0 0.3

30
自 動 車 取 得 税

交 付 金
197 0.2 188 0.2 9 5.0

33
地 方 特 例

交 付 金
189 0.2 170 0.2 20 11.5

35 地 方 交 付 税 51 0.1 55 0.1 ▲ 4 ▲ 7.0

40
交 通 安 全 対 策

特 別 交 付 金
21 0.0 23 0.0 ▲ 3 ▲ 11.1

45
分 担 金 及 び

負 担 金
2,314 2.4 2,022 2.2 293 14.5

私立保育所運営費215，障害者支援施設32，公立保育所運営

費20，子ども発達センター19

50
使 用 料 及 び

手 数 料
2,389 2.5 2,356 2.5 33 1.4

自転車駐車場等使用料15，一般廃棄物処理手数料10，学童ク

ラブ育成料8，道路占用料7

55 国 庫 支 出 金 14,937 15.5 14,667 15.8 270 1.8

私立保育所運営費991，社会資本整備（街路）438，循環型社

会形成推進交付金215，障害者自立支援141，子ども・子育て

支援整備交付金99，社会資本整備（交通安全）76，社会資本

整備（生活道路）▲120，学校施設環境改善▲184，臨時福祉

給付金▲479，保育所等整備▲968

60 都 支 出 金 12,040 12.5 11,457 12.4 583 5.1
市町村土木補助497，私立保育所運営費405，市町村総合交付

金319，子育て推進155，障害者自立支援71，みち・まち

▲118，選挙事務▲146，待機児童解消区市町村▲694

65 財 産 収 入 178 0.2 128 0.1 50 38.8 不動産売払収入61，各種基金利子収入▲12

70 寄 附 金 508 0.5 292 0.3 217 74.3 指定寄附金121，一般寄附金96

75 繰 入 金 4,589 4.8 2,041 2.2 2,548 124.9 財調2,262，公共134，都市基盤127，ふるさとのみどり53

80 繰 越 金 4,477 4.6 3,958 4.3 519 13.1

85 諸 収 入 791 0.8 606 0.6 184 30.4
都道拡幅物件補償料159，観光インフラ32，国・都支出金過

年度収入27，市税延滞金▲14，資源物売払代金▲15

90 市 債 4,612 4.8 3,223 3.5 1,389 43.1
駅前広場整備824，資源化施設整備494，鉄道敷地等整備

323，区画道路等整備▲174，公遊園等整備▲512

※表示単位未満を四捨五入しています。総額が百万円未満の場合は，小数点表示をしています。

区　　分 主 な 増 減 内 容増減額 増減率
30年度 29年度



イ 歳入決算額の推移と歳入決算額に占める市税収入の推移（単位：百万円，％）

区　分 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

決算額 81,349 80,956 79,765 79,285 80,899 88,258 92,644 91,116 92,689 96,577

増減率 1.7 ▲ 0.5 ▲ 1.5 ▲ 0.6 2.0 9.1 5.0 ▲ 1.6 1.7 4.2

各年度決算額に占める市税収入の推移（単位：百万円）

区　分 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

市　税 43,736 42,568 41,606 41,994 44,349 46,568 46,203 44,735 45,748 44,352

所得課税分 23,823 22,378 21,150 22,011 23,999 25,683 25,374 23,718 24,542 22,874

資産課税分 18,677 18,903 19,008 18,575 18,847 19,421 19,385 19,605 19,856 20,139

そ の 他 分 1,236 1,287 1,448 1,408 1,503 1,464 1,444 1,412 1,350 1,339

その他の歳入 37,613 38,388 38,159 37,291 36,550 41,690 46,441 46,381 46,941 52,225
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２ 財源区分別決算 

 

歳入の使い道における制約や自主的な収入権限の有無により，一般財源１及び特定財源２，

自主財源３及び依存財源４に分類することができます。 

自らの意思で自由に使うことのできる一般財源は，その額が多いほど財政基盤の安定性が

確保されていることを示し，市税が中心的役割を果たしています。 

一方，市税，使用料・手数料など自治体が自主的に調達できる自主財源についても，同様

にその歳入が多いほど，財政基盤の安定性や自立性が確保されていることを示しています。 

平成30年度決算では，一般財源が569億5000万円余であり，歳入総額の59％を占めて

います。また，自主財源は歳入総額の約62％となっています。 

前年度との比較では，一部法人の事業年度変更に伴う納付時期の変更等による法人市民税

の減収等により，市税が13億9000万円余の減となったことに対応する，財政調整基金か

らの繰入金の大幅な増のほか，前年度繰越金の増により，一般財源の総額では， 

5億8000万円余の増となりました。 

 

 

ア 一般財源・特定財源，自主財源・依存財源の状況（単位：百万円，％，ポイント） 

3 0 年 度 2 9 年 度 増 減 額 増 減 率 備 　 　 　 　 考

9 6 , 5 7 7 9 2 , 6 8 9 3 , 8 8 8 4 .2

5 6 ,9 5 2 5 6 ,3 6 8 5 8 4 1 .0

（ 構 成 比 ） 5 9 .0 6 0 .8 ▲  1 .8

市 税 4 4 ,3 5 2 4 5 ,7 4 8 ▲  1 ,3 9 5 ▲  3 .1 法 人 市 民 税 の 減

各 種 交 付 金 5 ,3 9 1 6 ,1 9 2 ▲  8 0 1 ▲  1 2 .9 地 方 消 費 税 交 付 金 の 減

繰 入 金 2 ,7 3 2 4 7 0 2 ,2 6 2 4 8 1 .3 財 政 調 整 基 金

繰 越 金 4 ,4 7 7 3 ,9 5 8 5 1 9 1 3 .1

3 9 ,6 2 5 3 6 ,3 2 1 3 ,3 0 4 9 .1

（ 構 成 比 ） 4 1 .0 3 9 .2 1 .8

国 ・ 都 支 出 金 2 6 ,9 7 6 2 6 ,1 2 3 8 5 3 3 .3

使 用 料 ・ 手 数 料 2 ,3 8 9 2 ,3 5 6 3 3 1 .4

基 金 繰 入 金 1 ,6 7 6 1 ,2 9 7 3 7 9 2 9 .2 各 特 定 目 的 基 金 ・ 定 額 運 用 基 金

市 債 4 ,6 1 2 3 ,2 2 3 1 ,3 8 9 4 3 .1 施 設 整 備 事 業 等 に か か る 市 債

そ の 他 3 ,9 7 2 3 ,3 2 1 6 5 1 1 9 .6 分 担 金 負 担 金 等

区 　 　 分

一 般 財 源

特 定 財 源

歳 入 合 計

3 0 年 度 2 9 年 度 増 減 額 増 減 率

9 6 ,5 7 7 9 2 ,6 8 9 3 ,8 8 8 4 .2

自 主 財 源 5 9 ,5 9 8 5 7 ,1 5 0 2 ,4 4 8 4 .3

依 存 財 源 3 6 ,9 7 9 3 5 ,5 3 8 1 ,4 4 1 4 .1

6 1 .7 6 1 .7 0 .0

歳 入 合 計

自 主 財 源 割 合

区 　          分

 

                         
１ 一般財源：自治体の意思によって自由に使える歳入で市税収入が中心です。ここでいう一般財源は，おおまかに区分したも

のです。 
２ 特定財源：国・都支出金のように使い道が特定されている財源です。行政サービスの対価である使用料も同様です。 
３ 自主財源：市税，分担金・負担金，使用料・手数料，財産収入，寄附金，繰入金，繰越金，諸収入が該当し，市が自らの権

限で収入することのできる財源です。 
４ 依存財源：国や都の意思決定に基づく歳入で，利子割交付金など各種交付金，国・都支出金，市債が該当します。 



 

 

3 市税 

市税収入は，総額443億5000万円余で，前年度と比較して，13億9000万円余の減

となりました。その主な要因として，個人市民税については，納税義務者の増などにより

増となりましたが，法人市民税については，一部法人の事業年度変更に伴う納付時期の変

更等により，平成30年度は減収となる一方，令和元年度に増収となる特殊要因がありま

した。 

市税の収納率については，引き続き，徴収強化の取組に努めた結果，前年度から0.1ポ

イント増加し，98.4％となりました。 

（平成29年度98.3％，平成28年度97.8％，平成27年度97.8％） 

１ 所得課税分（市民税） 

個人分は，納税義務者の増加等により，2億8000万円余の増収 

法人分は，一部法人の納付時期の変更等により，19億5000万円余の減収 

２ 資産課税分（固定資産税，都市計画税） 

固定資産税は，評価替えによる土地路線価の上昇や新築家屋分の増などにより， 

3億6000万円余の増収 

国有資産等の交付金は，評価額変更などにより，1000万円余の減収 

都市計画税は，税率変更（0.25％⇒0.24％）により，7000万円余の減収 

 

ア 市税の状況（単位：百万円，％） 

30年度 29年度 増減額 増減率 増　減　内　容

44,352 45,748 ▲ 1,395 ▲ 3.1

22,874 24,542 ▲ 1,668 ▲ 6.8

個 人 20,333 20,043 290 1.4 納税義務者の増加等

法 人 2,541 4,499 ▲ 1,958 ▲ 43.5 一部法人の事業年度変更に伴う納付時期変更等による減

16,918 16,562 356 2.1

固 定 資 産 15,979 15,611 368 2.4 土地169，償却103，家屋96

国有資産等 939 951 ▲ 12 ▲ 1.3

3,221 3,294 ▲ 73 ▲ 2.2 家屋▲39，土地▲34

123 119 3 2.9

1,216 1,230 ▲ 14 ▲ 1.1 売上本数の減市 た ば こ 税

区　　分

市 税 総 額

市 民 税

固 定 資 産 税

都 市 計 画 税

軽 自 動 車 税

 

イ 市税収入の推移（単位：百万円，％） 
区　分 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

決算額 43,736 42,568 41,606 41,994 44,349 46,568 46,203 44,735 45,748 44,352
増減率 0.8 ▲ 2.7 ▲ 2.3 0.9 5.6 5.0 ▲ 0.8 ▲ 3.2 2.3 ▲ 3.1
増減額 357 ▲ 1,168 ▲ 962 388 2,355 2,218 ▲ 364 ▲ 1,469 1,013 ▲ 1,395  
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ウ 平成30年度一般会計市税決算を他団体データと比較してみると･･･ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考 平成30年度市税決算の状況 

 

 

 

 

 

 

市名
3 1年 3月 3 1日

現在人口 (人 )

市 税決算額

(千 円 )

市 民 1人当たり

市税　 (円 )

う ち個人市民税

決算額　 (千 円 )

市 民 1人当たり

個人市民税 (円 )

調布市 2 3 5 ,8 0 5 4 4 ,3 5 2 ,1 5 6 1 8 8 ,0 8 8 2 0 ,3 3 3 ,0 4 5 8 6 ,2 2 8

立川市 1 8 3 ,9 2 3 4 0 ,3 0 7 ,8 8 1 2 1 9 ,1 5 6 1 3 ,2 4 5 ,0 1 4 7 2 ,0 1 4

三鷹市 1 8 7 ,5 7 1 3 8 ,2 9 4 ,3 2 2 2 0 4 ,1 5 9 1 8 ,0 2 5 ,1 6 1 9 6 ,0 9 8

府中市 2 5 9 ,5 7 3 5 2 ,8 2 7 ,2 1 5 2 0 3 ,5 1 6 2 0 ,2 1 0 ,6 7 3 7 7 ,8 6 1

町田市 4 2 8 ,7 0 6 6 8 ,4 0 7 ,0 8 5 1 5 9 ,5 6 6 3 0 ,9 0 0 ,4 6 5 7 2 ,0 7 8

小平市 1 9 3 ,5 8 8 3 1 ,6 5 2 ,1 7 8 1 6 3 ,5 0 3 1 3 ,9 6 8 ,9 7 9 7 2 ,1 5 8

日野市 1 8 5 ,5 3 0 3 0 ,8 8 0 ,6 4 7 1 6 6 ,4 4 6 1 3 ,2 7 9 ,4 7 3 7 1 ,5 7 6

西東京市 2 0 3 ,2 2 2 3 2 ,1 0 6 ,1 9 7 1 5 7 ,9 8 6 1 5 ,1 3 1 ,6 0 4 7 4 ,4 5 8

8市平均 2 3 4 ,7 4 0 4 2 ,3 5 3 ,4 6 0 1 8 2 ,8 0 3 1 8 ,1 3 6 ,8 0 2 7 7 ,8 0 9

※類似団体とは，人口規模と産業構造が類似している団体です。平成 2 9年度から各市の産業構造区分が変更となり，

　調布市との類似団体が三鷹市のみとなったため，本表では人口規模が類似している団体（ 7団体）と比較しています。

市名
3 1年 3月 3 1日

現在人口 (人 )

う ち固定資産税

決算額　 (千 円 )

市 民 1人当たり

固定資産税 (円 )

う ち法人市民税

決算額 (千 円 )

市 民 1人当たり

法人市民税 (円 )

調布市 2 3 5 ,8 0 5 1 6 ,9 1 7 ,9 8 7 7 1 ,7 4 6 2 ,5 4 1 ,3 0 6 1 0 ,7 7 7

立川市 1 8 3 ,9 2 3 1 7 ,6 4 6 ,0 3 9 9 5 ,9 4 3 4 ,9 4 2 ,4 6 7 2 6 ,8 7 2

三鷹市 1 8 7 ,5 7 1 1 3 ,8 2 8 ,6 7 6 7 3 ,7 2 5 2 ,6 0 6 ,2 3 4 1 3 ,8 9 5

府中市 2 5 9 ,5 7 3 2 1 ,9 5 0 ,9 9 0 8 4 ,5 6 6 5 ,8 3 4 ,5 2 2 2 2 ,4 7 7

町田市 4 2 8 ,7 0 6 2 5 ,7 2 3 ,6 3 1 6 0 ,0 0 3 3 ,5 6 2 ,4 9 8 8 ,3 1 0

小平市 1 9 3 ,5 8 8 1 1 ,9 2 7 ,8 7 7 6 1 ,6 1 5 2 ,4 9 6 ,4 3 6 1 2 ,8 9 6

日野市 1 8 5 ,5 3 0 1 1 ,8 7 9 ,6 2 9 6 4 ,0 3 1 2 ,2 1 6 ,3 2 7 1 1 ,9 4 6

西東京市 2 0 3 ,2 2 2 1 1 ,9 7 2 ,5 3 9 5 8 ,9 1 4 1 ,4 6 6 ,2 1 8 7 ,2 1 5

8市平均 2 3 4 ,7 4 0 1 6 ,4 8 0 ,9 2 1 7 1 ,3 1 8 3 ,2 0 8 ,2 5 1 1 4 ,2 9 8

 調布市の平成 30 年度一般会計決算を東京都内の 26 市で単純比較するため，市民 1 人当たりの

決算額に割り返したデータで比較してみますと，次のように分析できます。 

◆POINT 

1 人当たりの市税は 18 万 8000 円余（29 年度 19 万５000 円余），うち 1 人当たりの個人

市民税 8 万６000 円余（29 年度 8 万５000 円余）と，他団体との比較で高い水準に位置してお

り，調布市民の所得水準の高さと，財政構造の強さを証明しています。 

調布市の歳入の約 5 割を構成する貴重な財源である“市税”の適正課税に努め，市税納付環境の

改善による市民の利便性向上とともに，税負担の公平化のための徴税強化に取り組んでいきます。 



 

 

４ 譲与税・交付金 

 

１ 市税と同様，主要な一般財源としての性格を有する財源として，国及び都から地方譲

与税や利子割交付金などの各種交付金が交付されています。 

２ 平成 30 年度の特徴点としては，株式等譲渡所得割交付金，地方消費税交付金などが

減となり，譲与税・交付金総額では，前年度比 8 億円余の減となっています。 

３ 譲与税・交付金は，平成 19 年度以降税制改正等により減少傾向で推移していました

が，平成 26 年 4 月 1 日からの地方消費税率の引上げ（１％→1.7％）により，地方消

費税交付金が増となったことから，平成 26 年度及び平成 27 年度は増となりました。

平成 28 年度は円高や納税期間のずれなどの影響により地方消費税交付金が減，平成 29

年度は個人消費等の堅調な推移により増となりましたが，平成 30 年度は都道府県間の

清算基準の見直しに伴い地方消費税交付金が減となりました。 

 ※地方消費税交付金のうち税率引上げ分  

平成28年度 22億1000万円余，平成29年度 22億6000万円余，平成30年度 19億3000万円余 

 

① 譲与税・交付金の状況（単位：百万円，％） 

　 　 区 　 　 分 3 0 年 度 2 9 年 度 増 減 額 増 減 率 備 　 　 　 　 考

5 ,3 9 1 6 ,1 9 2 ▲  8 0 1 ▲  1 2 .9

地 方 譲 与 税 3 3 3 3 2 9 3 1 .1

地 方 揮 発 油 譲 与 税 9 6 9 5 1 0 .7

自 動 車 重 量 譲 与 税 2 3 6 2 3 3 3 1 .2

航 空 機 燃 料 譲 与 税 0 .7 8 0 0 .7 7 2 0 .0 0 8 1 .0

利 子 割 交 付 金 8 8 8 3 5 6 .4

2 9 3 3 4 1 ▲  4 7 ▲  1 3 .9 配 当 所 得 の 減

2 4 0 3 4 1 ▲  1 0 2 ▲  2 9 .8 株 安 に よ る 減

3 ,9 6 8 4 ,6 5 1 ▲  6 8 3 ▲  1 4 .7 地 方 消 費 税 に お け る 清 算 基 準 の 見 直 し

1 0 1 0 0 0 .3

1 9 7 1 8 8 9 5 .0

地 方 特 例 交 付 金 1 8 9 1 7 0 2 0 1 1 .5 住 宅 ロ ー ン 控 除 額 の 増

地 方 交 付 税 5 1 5 5 ▲  4 ▲  7 .0

2 1 2 3 ▲  3 ▲  1 1 .1

自 動 車 取 得 税 交 付 金

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

配 当 割 交 付 金

譲 与 税 ・ 交 付 金 総 額

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

② 譲与税・交付金の推移（単位：百万円，％） 

 

地方消費税率の引上げに伴

う地方消費税交付金の増 

地方消費税率引上げ分が，通年ベースで

の交付となったことによる増 

清 算 基 準 の 見 直 し に 伴 う

地方消費税交付金の減 
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地方消費税引上げ分の使途について 

 

 平成26年４月１日から消費税率が5%から8%に改定となり，地方消費税率も1.0％から

1.7％（消費税換算）に改定されました。引上げ分に係る地方消費税分（社会保障財源分）

については，社会保障４経費（年金，医療及び介護の社会保障給付，少子化に対処するた

めの施策に要する経費）を含む社会保障施策に要する経費に充てるものとされています。 

 地方公共団体においては，引上げ分の地方消費税収の充当について，総務省から予算書

や決算書の説明資料等での明示を求められています。 

これら内容を踏まえ，調布市においても，地方消費税交付金39億6000万円余のうち，

引上げ分に相当する19億3000万円余について，以下のとおりその使途を明確化します。 

 

 

地方消費税引上げ分の使途（単位：百万円，％） 

【 歳 入 】

増 減 額 増 減 率

2 ,8 5 1 5 ,0 7 6 4 ,5 5 1 4 ,6 5 1 3 ,9 6 8 ▲  6 8 3 -1 4 .7 %

う ち 引 上 げ 分 6 0 1 2 ,4 5 8 2 ,2 1 7 2 ,2 6 6 1 ,9 3 4 ▲  3 3 3 -1 4 .7 %

地 方 消 費 税 交 付 金

前 年 度 比 較
区 分 2 9 年 度 3 0 年 度2 7 年 度2 6 年 度 2 8 年 度

 

国 (都 )

支 出 金
地 方 債 そ の 他

う ち

社 会 保 障

財 源 化 分

6 ,8 3 0 4 ,1 7 7 3 7 5 2 ,2 7 7 2 2 1

7 2 7 1 1 2 2 2 5 9 2 5 7

2 0 ,4 8 5 1 0 ,1 9 9 1 1 8 1 ,6 3 1 8 ,5 3 6 8 2 8

6 ,1 8 2 4 ,9 1 1 5 1 1 ,2 2 0 1 1 8

3 4 ,2 2 3 1 9 ,3 9 9 1 1 8 2 ,0 8 0 1 2 ,6 2 6 1 ,2 2 4

3 ,1 5 0 5 4 1 2 ,6 0 9 2 5 3

2 ,3 3 5 2 3 2 ,3 1 1 2 2 4

2 ,6 5 7 2 5 6 2 ,4 0 1 2 3 3

8 ,1 4 2 8 2 0 0 0 7 ,3 2 2 7 1 0

4 2 ,3 6 5 2 0 ,2 1 9 1 1 8 2 ,0 8 0 1 9 ,9 4 8 1 ,9 3 4

4 1 ,6 1 5 2 0 ,5 8 0 2 4 1 ,9 1 6 1 9 ,0 9 5 2 ,2 6 6

※ 表 示 単 位 未 満 を 四 捨 五 入 し て い ま す の で ， 合 計 値 と 合 わ な い 場 合 が あ り ま す 。

※ 総 務 省 の 明 示 例 を 参 考 に 作 成 し て い ま す 。

【 歳 出 】 　 　 　 （ 普 通 会 計 ベ ー ス で の 集 計 の た め ， 一 般 会 計 決 算 額 と 不 一 致 と な り ま す 。 ）

一 　 般 　 財 　 源

高 齢 者 福 祉 事 業

児 童 福 祉 事 業

生 活 保 護 扶 助 事 業

障 害 者 福 祉 事 業

（ 参 考 ） 2 9 年 度 決 算 に お け る 合 計

財 　 源 　 内 　 訳

小 　 　 計

社

会

福

祉

社

会

保

険

国 民 健 康 保 険 事 業 （ 国 保 特 会 繰 出 金 ）

介 護 保 険 事 業 （ 介 護 特 会 繰 出 金 ）

後 期 高 齢 医 療 事 業 （ 後 期 高 齢 者 特 会 繰 出 金 ） 等

合 　 　 計

小 　 　 計

特 　 定 　 財 　 源
経 　 費事 　 業 　 名
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地方消費税率引上げ分の活用 
 

 調布市では，地方消費税交付金のうち社会保障財源化分について，保育園の待機児童対策経

費，新たに開始する事業や拡充事業，年々増加する社会保障関係経費などに活用しています。 

※ 事業費及び一般財源は，普通会計ベースでの金額であり，一般会計決算額と一致しない 

場合があります。 

 

 

児童福祉事業 

 新規開設により増加傾向にある私立認可保育園の運営経費のほか，認証保育所の運営経費や，

認証保育所等保育料の保護者負担の軽減に係る経費，乳幼児及び義務教育就学児の医療費助成な

どに活用しました。 

 ＜主な事業と経費＞                   事業費  （うち一般財源） 

・私立認可保育園運営経費          75 億 8500 万円（25 億 8400 万円） 

・年度限定型保育事業の実施＜新規＞         2500 万円     （600 万円） 

・保育士等の処遇改善及び保育の質向上のための支援＜拡充＞  

            3 億 5000 万円    （5300 万円） 

・認証保育所等保育料の保護者の負担軽減           7900 万円    （3900 万円） 

・乳幼児・義務教育就学児医療費助成         8 億 6700 万円  （4 億 5000 万円） 

障害者福祉事業 

障害者就労支援事業に活用したほか，年々増加している障害者福祉サービス費への対応に活用

しました。 

 ＜主な事業と経費＞                   事業費   （うち一般財源） 

  ・福祉人材育成拠点の整備＜拡充＞            1900 万円    （1000 万円） 

  ・障害者の就労支援                   5900 万円    （3000 万円） 

・障害者福祉サービス費（扶助費）         43 億 100 万円（10 億 7000 万円） 

・障害者手当の支給                5 億 3700 万円 （1 億 7300 万円） 

 

 

 高齢者福祉事業 

認知症支援の充実に活用したほか，高齢者の生活安全の確保等のための要援護者等サービス事

業費（見守りネットワーク事業，おむつ給付事業など）や，特別養護老人ホームの整備などに活

用しました。 

 ＜主な事業と経費＞                   事業費   （うち一般財源） 

・認知症支援の充実                 400 万円     （300 万円） 

  ・要援護者等サービス事業費           1 億 7800 万円  （1 億 6100 万円） 

 ・特別養護老人ホーム整備費               6300 万円    （5500 万円）  

特別会計繰出金（国民健康保険，介護保険，後期高齢者医療） 

社会保険に係る特別会計への繰出金は，年々増加傾向であり，特に，介護保険及び後期高齢者

医療については，高齢者の増加に伴い，引き続き増加する見込みです。また，介護保険事業特別

会計では，地域支え合い推進員の活動の充実などに活用しました。 

 ＜主な事業と経費＞                   事業費   （うち一般財源） 

  ・国民健康保険事業            31 億 5000 万円  （26 億 900 万円） 

・介護保険事業              23 億 3500 万円 （23 億 1100 万円） 
（生活支援体制整備事業，介護予防・日常生活支援総合事業などを含む） 

・後期高齢者医療等             26 億 5700 万円  （24 億 100 万円） 

※事業費・一般財源の額は，100 万円未満を四捨五入しています。 



                   

 

５ 市債 

 市債は，世代間負担の公平化を図るため，主として公共施設の整備等に対する財源の一部と

して借入れています。 

平成30年度の市債借入額は，46億1200万円で，前年度と比較して13億8900万円の増

となりました。主な内容としては，公遊園等整備事業や区画道路等整備事業の減がある一方，

駅前広場整備事業や資源化施設（新クリーンセンター）整備事業の増などがありました。 

平成30年度における一般会計の市債バランス１（市債元金償還額から市債借入額を差し引いた額）は，

市債借入額46億1200万円が元金償還32億8000万円余を13億3100万円余上回ったため，

一般会計の市債残高は増加しました。また，調布市の連結ベースでの市債バランスでは，下水

道事業特別会計で4200万円余の残高の増により，全会計の差引では13億7300万円余の残

高増加となっています。 

今後も引き続き，調布市独自の財政規律である「財政規律ガイドライン」に基づく『連結 

ベース債務残高縮減』の視点により，財政規律を保持した適切な資金調達を行っていきます。 
 
ア 市債充当事業及び借入額（単位：百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                         
１ 市債バランス：その年度における市債の元金償還額から市債借入額を差し引き，プラス（黒字）の場合は市債残高が減少する

ことになります。市債バランスを見ることにより，市債の基礎的な収支状況を把握できます。 

国都支出金 その他 市債 一般財源

8 ,5 1 3 3 ,1 2 7 3 8 1 4 ,6 1 2 3 9 3

公共施設建設事業等充当分 8 ,5 1 3 3 ,1 2 7 3 8 1 4 ,6 1 2 3 9 3

市庁舎免震改修整備事業 2 4 0 8 0 0 1 4 4 1 6 工事費，監理委託料

市民プラザあくろす整備事業 2 6 0 5 1 9 2 工事費

菊野台地域福祉センター整備事業 1 4 3 1 5 0 1 2 8 0 工事費

富士見保育園施設整備事業 2 9 0 1 2 5 3 工事費

学童クラブ施設整備事業 3 0 0 1 8 5 1 5 9 3 6 3施設　工事費，監理委託料

新クリーンセンター整備事業 1 ,1 8 0 4 1 4 1 9 7 4 5 2 工事費，監理委託料

飛田給駅北公衆トイレ整備事業 5 1 0 2 5 2 4 3 工事費

都市計画道路 3 -4 -26号線整備事業 2 2 6 1 2 2 0 1 0 4 0 用地買収費，補償費

都市計画道路 3 -4 -28号線整備事業 1 0 1 6 9 0 2 6 6 用地買収費，補償費

街なみ環境整備事業 (市 道北 136号線ほか ) 7 6 2 9 0 4 2 5 工事費

生活道路用地取得事業 2 6 0 0 2 3 3 用地買収費

飛田給駅踏切拡幅整備事業 1 3 0 2 1 1 0 工事費

人と環境にやさしい道路整備事業 (主 要市道 12号線 ) 7 2 2 1 1 5 3 6 0 整備委託料

主要市道 32号線整備事業 2 0 0 8 8 1 2 1 0 0 0 整備委託料

調布駅前広場整備事業 1 4 8 0 0 1 1 0 3 8 工事費

調布駅前広場用地取得事業 1 ,9 9 2 1 ,0 6 5 0 7 7 3 1 5 4 用地買収費，補償費

国領駅東地区整備事業 2 3 0 6 8 0 1 6 2 0 工事費

橋りょう耐震補強整備事業 4 1 1 6 0 1 4 1 1 5橋　工事費

区画道路 2号線整備事業 2 4 8 1 3 5 0 1 1 3 0 用地買収費

国領区画街路 6～ 8号線ほか 1路線整備事業 2 6 1 3 2 1 1 0 工事費

国分寺崖線用地取得事業 3 5 0 2 5 1 0 0 用地買収費

仙川崖線緑地用地取得事業 1 3 1 3 1 7 3 2 7 0 用地買収費

多摩川市民広場整備事業 4 8 0 0 4 3 5 工事費

鉄道敷地公園整備事業 7 0 9 1 0 5 1 0 工事費

鉄道敷地用地取得事業 7 1 9 3 9 6 0 3 2 3 0 用地買収費

消防ポンプ自動車購入 1 8 0 0 1 6 2 1台

防災行政無線整備事業 1 1 9 0 1 3 1 0 6 0 設計委託料，整備委託料

小学校施設等整備事業 9 2 1 1 4 9 0 6 8 8 8 4 13校　設計委託料，工事費

中学校施設等整備事業 8 8 4 2 2 2 1 6 6 4 6 6 3 0 6校 　工事費，監理委託料

八ヶ岳少年自然の家整備事業 8 9 0 0 8 0 9 工事費

若葉小学校ユーフォ―整備事業 7 4 0 0 6 6 8 工事費，監理委託料

市民プール整備事業 3 7 0 0 3 3 4 工事費

※表示単位未満を四捨五入しています。

区　　　　分 事業費等
財源内訳

内　　　容

市 債 借 入 額 合 計



                   

イ 市債残高の推移（単位：百万円） 

区　分 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

借 入 額 4,116 3,984 3,979 2,465 2,500 2,919 2,599 3,750 3,223 4,612

元 金 償 還 額 3,960 3,512 3,626 3,884 3,799 3,874 3,236 3,203 3,315 3,281

市 債 残 高 42,514 42,986 43,339 41,919 40,621 39,665 39,028 39,576 39,484 40,815

※表示単位未満四捨五入をしています。

 
 

 

  

図 市債バランスと市債残高（単位：百万円）                  
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平成30年度 
市債借入額 

4,612 

残高＋要因 

 

 

 

Ｄ 

(Ｃ－Ｂ) 

平成30年度 
元金償還額 

 3,281 

残高▲要因 

 

 

Ａ 

 

平成29年度末 
市債残高 

 
39,484 

【参考】各特別会計の市債残高 

下水道特別会計 4200 万円余の増 

平成30年度 
市債バランス 

▲1,331 

D＜0：残高＋要因 

   

平成30年度末 
市債残高 

 
40,815 

平成 30 年度中の増減 

Ｄ 

市債残高 

13億3100万円余の増加 



ウ 平成30年度の市債残高を他団体データと比較してみると･･･ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考 平成30年度市債残高と市民1人当たりの金額の状況 

  

 調布市の平成 30 年度の市債残高を東京都内の 26 市で単純比較するため，市民 1 人当たりの額

に割り返したデータで比較してみますと，次のように分析できます。 

◆POINT 

下表は，平成 30 年度末の一般会計の市債残高及び一般会計・特別会計合計の市債残高を，平成

31 年 3 月 31 日現在の人口で割り，市民 1 人当たりの額を求めたものです。 

 調布市は，一般会計の市債残高が１人当たり約 17 万 3000 円（29 年度約 16 万 9000 円），

特別会計を含んだ市債残高は１人当たり約 20 万 3000 円（29 年度約 19 万 9000 円）であり，

どちらも平均値と比較して低位となっていることがわかります。また，特別会計を含んだ市民 1 人

当たりの市債残高では，26 市のうち７番目に低い水準となっています。（なお，調査結果の数値は速報

値であり，変動することがあります。） 

市債の役割として，世代間の負担を平準化させる機能があることから，中長期的な市債バランス

（借入額と返済額とのバランス）に留意し，「財政規律ガイドライン」に基づく『連結ベース債務

残高縮減』の視点により，後年度負担の抑制を基本とした計画的な活用に努めていきます。 

市名
31年3月31日

現在人口(人)

30年度末市債残高
一般会計　(千円)

市民1人当たり
市債残高　(円)

30年度末市債残高
特別会計(千円)

市民1人当たり
市債残高（特別会
計含む）(円)

調布市 235,805 40,815,460 173,090 7,049,313 202,985
立川市 183,923 24,708,165 134,340 13,143,328 205,801
三鷹市 187,571 39,478,659 210,473 10,761,616 267,847
府中市 259,573 42,279,488 162,881 4,699,611 180,986
町田市 428,706 75,563,026 176,258 58,253,761 312,141
小平市 193,588 26,449,459 136,628 7,235,569 174,004
日野市 185,530 32,393,869 174,602 27,331,249 321,916
西東京市 203,222 56,429,231 277,673 7,078,869 312,506
8市平均 234,740 42,264,670 180,743 16,944,165 247,273
※類似団体とは，人口規模と産業構造が類似している団体です。平成29年度から各市の産業構造区分が変更となり，

　調布市との類似団体が三鷹市のみとなったため，本表では人口規模が類似している団体（7団体）と比較しています。

その他の団体

市名
31年3月31日

現在人口(人)

30年度末市債残高
一般会計　(千円)

市民1人当たり
市債残高　(円)

30年度末市債残高
特別会計(千円)

市民1人当たり
市債残高（特別会
計含む）(円)

八王子市 561,407 127,429,793 226,983 64,621,978 342,090
武蔵野市 146,645 14,285,458 97,415 8,298,760 154,006
青梅市 133,574 34,075,079 255,103 23,517,879 431,169
昭島市 113,360 20,288,091 178,970 4,976,344 222,869
小金井市 121,629 21,510,530 176,854 1,261,502 187,225
東村山市 150,748 41,012,418 272,059 15,028,731 371,754
国分寺市 124,312 14,336,111 115,324 12,817,704 218,433
国立市 75,984 13,601,162 179,000 7,656,815 279,769
福生市 57,975 7,046,765 121,548 3,109,075 175,176
狛江市 82,900 19,502,833 235,257 3,637,148 279,131
東大和市 85,337 20,590,899 241,289 8,709,664 343,351
清瀬市 74,714 19,522,249 261,293 3,597,605 309,445
東久留米市 116,719 24,731,314 211,888 7,295,992 274,397
武蔵村山市 72,433 14,805,320 204,400 2,871,385 244,042
多摩市 148,691 14,024,838 94,322 721,643 99,175
稲城市 90,935 24,123,210 265,280 10,036,122 375,646
羽村市 55,565 8,051,078 144,895 9,395,518 313,985
あきる野市 80,731 25,257,288 312,857 19,428,873 553,519
その他団体平均 127,426 25,788,580 199,708 11,499,041 287,510

26市全体平均 160,445 30,858,146 193,872 13,174,464 275,130
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市民1人当たり

市債残高（特別会計含む）(円)



 

６ 基金 

基金（積立基金）は，年度間の財源調整や，特定の目的のために資金を積立てるもので， 

条例により設置されています。一般会計に属する基金としては，財政運営の計画性・安定性を

確保するための年度間財源調整機能を有する財政調整基金のほか，総合的な交通基盤施設整備

のための都市基盤整備事業基金，福祉対策の資金を確保するための井上欣一社会福祉事業基金

などがあります。 

平成30年度は，小中学校などの公共施設の改修工事費の財源としての公共施設整備基金の

活用や中心市街地街づくりの財源としての都市基盤整備事業基金の活用のほか，法人市民税の

減収への対応としての財政調整基金など合計44億円余を取り崩しました。また，平成30年度

から「社会福祉事業基金」を「井上欣一社会福祉事業基金」に改正するとともに，「子ども基

金」を「若人の教育振興基金」と統合の上，「子ども・若者基金」に変更しました。 

一方，中・長期的な財政需要を見据え，前年度繰越金活用計画に基づき財政調整基金，公共

施設整備基金，都市基盤整備事業基金などに積立てたほか，当初予算における積立てや寄附金

を活用した積立てにより，合計39億円余を積立てました。 

市税の減収対応があったことから，平成30年度末の基金残高は前年度末と比較して５億円

余減少した168億9000万円余となりましたが，今後も引き続き，調布市独自の財政規律であ

る「財政規律ガイドライン」に基づく『財政基盤強化』の視点により，前年度繰越金活用や財

政効果額の積立てを行い，中長期の行政需要を見据えた財政基盤の強化につなげていきます。 

 

ア 基金充当事業（単位：百万円） 

合　　計 1,649

公共施設整備基金 734

せんがわ劇場施設等修繕料・工事費17　地域福祉センター設計委託料6　ふれあいの家補修工事2
市民プラザあくろす施設工事費5　グリーンホール施設整備費7　文化会館たづくり施設整備費28
児童館修繕・補修工事費27　保育園改修工事設計委託料3　保育園補修工事10　学童クラブ整備工事費10
公衆トイレ整備事業費48　クリ－ンセンター建設工事費19　国領駅南口市営駐車場維持管理費負担金20
公遊園補修工事12　公遊園長寿命化計画推進工事費39　市営住宅改修工事費4
防火貯水槽設計等委託料1　防災品備蓄倉庫整備事業費19　防災行政無線デジタル化整備委託料13
小・中学校修繕料166　小・中学校工事設計委託料17　小・中学校工事監理委託料12
小・中学校校舎設備整備工事費173　図書館補修工事費11　少年自然の家設計等委託料17
市民プール整備工事設計等委託料2　総合体育館整備工事費10　31年度繰越事業費35
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環境保全事業 177

環境基本計画事業推進検討委託料2　地球温暖化対策費1　環境学習支援事業運営委託料1
深大寺・佐須地域環境資源保全・活用事業検討調査委託料1
多摩川自然情報館施設管理運営等業務委託料7　ゆう水調査委託料1
公遊園整備工事費・諸経費8　公遊園用地買収費98　崖線緑地等管理委託料9
崖線緑地等補修工事1　緑化事業等調査費5　花いっぱい運動事業委託料6
緑化推進保全地区等補助金27　太陽光発電設備等補助金2　地球温暖化対策住宅用機器購入費補助金8

リサイクル推進事業 44
資源物地域回収事業奨励金40　ごみ減量・分別・リサイクル広報委託料2
リサイクルカレンダー等作製・配布委託料2

都市基盤整備事業基金 638

自転車駐車場測量等委託料8　自転車駐車場等整備工事費14　自転車駐輪場等工事監理委託料2
自転車等駐輪場設計委託料15　人と環境にやさしい道路整備・調査委託料43
中心市街地鉄道敷地等整備委託料11　国領駅東地区整備事業費42　中心市街地区画道路等整備委託料4
中心市街地区画道路等工事費4　区画道路等用地買収費・補償費7　飛田給駅周辺交通環境整備費195
調布駅北第１地区市街地再開発事業費5　調布駅南口中央地区事業委託料8　都市計画道路整備事業費18
31年度繰越事業費262

井上欣一社会福祉事業基金 43
福祉人材育成事業運営費補助金3　障害児（者）医療的ケア体制支援事業費1
障害者余暇活動支援事業障害児（者）フットサル事業補助金2　特別養護老人ホーム建設費補助金8
31年度繰越事業費30

その他 13
国際交流協会補助金4　アラビア語教室実施業務委託料1　外国語体験事業費1
子ども・若者基金助成金4　ひとり親家庭等通信制高校学費支援金1
子ども・若者相談等事業運営委託料1　子ども・若者居場所事業費補助金2

※百万円未満を四捨五入しているため，合計値と合わないことがあります。

充当額 内　　　　　容区　　分

※翌年度に繰り越した事業に充当する基金の活用もあります。

ふるさとのみどりと
環境を守り育てる基金

※上記のほか，財政調整基金から27億3200万円，若人の教育振興基金から基金統合分として2600万円余の取崩しを行っています。



 

イ 基金の状況（単位：百万円 

29年度末

残高 積立額 取崩し額 年度末残高

合　　計 17,403 3,901 4,408 16,896

5,701 632 2,732 3,601

43 0.008 0 43

11,658 3,269 1,676 13,252

公 共 施 設 整 備 基 金 7,183 1,433 734 7,882

都市基盤整備事業基金 2,087 642 638 2,091

井 上 欣 一 社 会 福 祉 事 業 基 金 237 860 43 1,053

国 際 交 流 平 和 基 金 110 0.06 6 104

若人の教育振興基金 26 0 26 0

職 員 退 職 手 当 基 金 75 0.01 0 75

子 ど も ・ 若 者 基 金 196 30 8 218

ふ る さ と の み ど り と
環 境 を 守 り 育 て る 基 金

1,744 305 221 1,829

※平成30年度の財政調整基金の取崩し額は，法人市民税の減収対応14億円及び「井上欣一社会福祉事業基金」

※表示単位未満を四捨五入しています。100万円未満は小数点表示をしています。

　への積立分5億6,200万円を除くと，7億7,000万円の活用となります。

特 定 目 的 基 金

30　　年　　度
区　　　　　分

財 政 調 整 基 金

減 債 基 金

 

ウ 基金残高の推移（単位：百万円） 

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

1,662 2,094 1,541 1,152 1,319 3,397 6,075 4,828 2,845 3,901

財政調整基金 590 1,006 1,006 444 572 1,501 1,119 478 1,038 632

2,670 3,148 2,166 2,489 2,004 1,687 1,737 2,045 1,767 4,408

財政調整基金 600 1,000 1,010 1,100 980 401 230 630 470 2,732

11,196 10,142 9,517 8,180 7,494 9,204 13,541 16,324 17,403 16,896

財政調整基金 4,358 4,364 4,360 3,704 3,297 4,396 5,286 5,133 5,701 3,601

※表示単位未満を四捨五入しています。100万円未満は小数点表示をしています。

積 立 額

取 崩 し 額

残 高

区　分
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市名
31年3月31日

現在人口(人)

30年度末

基金残高(千円)

市民1人当たり

基金残高(円)

うち財政調整基金

残高(千円)

市民1人当たり

財政調整基金(円)

調布市 235,805 16,896,364 71,654 3,600,676 15,270
立川市 183,923 23,477,582 127,649 10,544,916 57,333
三鷹市 187,571 14,611,699 77,900 4,499,823 23,990
府中市 259,573 50,748,197 195,506 8,000,000 30,820
町田市 428,706 21,591,901 50,365 9,523,610 22,215
小平市 193,588 10,687,458 55,207 3,017,362 15,587
日野市 185,530 14,275,088 76,942 4,270,827 23,020
西東京市 203,222 7,068,348 34,781 3,008,378 14,803

8市平均 234,740 19,919,580 86,251 5,808,199 25,380
※類似団体とは，人口規模と産業構造が類似している団体です。平成29年度から各市の産業構造区分が変更となり，

　調布市との類似団体が三鷹市のみとなったため，本表では人口規模が類似している団体（7団体）と比較しています。

その他の団体

市名
31年3月31日

現在人口(人)

30年度末

基金残高(千円)

市民1人当たり

基金残高(円)

うち財政調整基金
残高(千円)

市民1人当たり

財政調整基金(円)

八王子市 561,407 22,325,948 39,768 10,440,592 18,597
武蔵野市 146,645 43,242,942 294,882 6,104,310 41,626
青梅市 133,574 6,868,087 51,418 3,678,555 27,539
昭島市 113,360 10,942,856 96,532 4,656,110 41,074
小金井市 121,629 8,308,176 68,308 3,033,872 24,944
東村山市 150,748 9,607,249 63,731 4,156,673 27,574
国分寺市 124,312 11,840,706 95,250 4,943,501 39,767
国立市 75,984 5,901,954 77,674 2,272,857 29,912
福生市 57,975 8,379,151 144,530 2,495,184 43,039
狛江市 82,900 4,154,885 50,119 1,866,170 22,511
東大和市 85,337 5,047,870 59,152 2,461,958 28,850
清瀬市 74,714 4,538,026 60,739 1,503,376 20,122
東久留米市 116,719 5,799,372 49,687 3,497,222 29,963
武蔵村山市 72,433 4,722,302 65,195 1,555,170 21,470
多摩市 148,691 19,146,865 128,769 4,003,069 26,922
稲城市 90,935 5,263,906 57,886 2,739,277 30,123
羽村市 55,565 2,737,933 49,274 1,263,807 22,745
あきる野市 80,731 3,195,356 39,580 1,674,663 20,744

その他団体平均 127,426 10,112,421 82,916 3,463,687 28,751

26市全体平均 160,445 13,130,009 83,942 4,185,075 27,714
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単位：円

市民1人当たり

基金残高(円)

市民1人当たり

財政調整基金(円)

エ 平成30年度末基金（貯金）残高を他団体データと比較してみると･･･ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考 平成30年度末基金（貯金）残高の状況   

 

 

 調布市の平成 30 年度の基金（貯金）残高と，うち財政調整基金残高を東京都内の 26 市で単純比較する
ため，市民 1 人当たりの額に割り返したデータで比較してみますと， 
◆POINT 
積立基金総額の残高については，これまでの間充実に努め，年々増加してきましたが，１人当たり基金残

高は約 7 万 2000 円（29 年度約 7 万 5000 円）で，類似団体の平均を下回っていることから，今後の中
長期的な財政需要（公共建築物の維持・保全，中心市街地の街づくりなど）も踏まえ，引き続き財政基盤の
強化としての基金積立てが必要であると考えています。 
 また，年度間の財源調整機能がある財政調整基金の残高については，１人当たり約 1 万 5000 円（29 年
度約２万 4000 円）と前年度から減少し，類似団体の平均を下回っている状況です。前年度からの減少の要
因は，法人市民税の特殊要因による減収への対応に基金を活用（14 億円）したためですが，一方で，令和
元年度の法人市民税は増収が見込まれることから，当初予算において積立金（11 億 5000 万円余）を計上
しています。 
 今後も引き続き，「財政規律ガイドライン」に基づく『財政基盤強化』の視点により，中長期的な市政経営
に取り組むこととし，前年度の決算剰余金である前年度繰越金の活用などにより財政基盤の強化につなげて
いきます。 
 
 
（なお，調査結果の数値は速報値であり，変動することがあります。）。 



 

7 使用料・手数料 

使用料・手数料は，調布市が提供するサービスに対し，利用者に受益の対価としてそ

の一部をご負担いただくものです。 

平成30年度の使用料は，道路占用料の改定や調布西第２路上自転車等駐車場の新設な

どに伴う自転車駐車場等使用料の増要因があり，前年度より2400万円余増の総額 

17億2000万円余となりました。 

また，手数料は，一般廃棄物処理手数料などの増要因により，前年度より800万円余

増の，総額6億6000万円余となりました。 

  引き続き，受益者負担の在り方を踏まえ，適時な見直し等を実施するとともに，負担

の公平性の観点から，適切な債権管理を進め，効果的な徴収に取り組むことにより，自

主財源の確保を図っていきます。 

 

ア 使用料・手数料の状況（単位：百万円，％） 

 

 

イ 使用料・手数料の新規・改定状況（単位：百万円） 

 

3 0 年 度 2 9 年 度 増 減 額 増 減 率

使 用 料 ・ 手 数 料 2 ,3 8 9 2 ,3 5 6 3 3 1 .4

使 用 料 1 ,7 2 4 1 ,7 0 0 2 4 1 .4

総 務 使 用 料 3 8 3 8 ▲  0 .5 ▲  1 .2

民 生 使 用 料 9 1 9 9 1 0 9 1 .0

衛 生 使 用 料 1 3 1 4 ▲  1 ▲  9 .0

農 業 使 用 料 3 4 ▲  0 .4 ▲  9 .5

土 木 使 用 料 6 8 9 6 7 1 1 7 2 .6

教 育 使 用 料 6 3 6 3 0 0 .3

手 数 料 6 6 4 6 5 6 8 1 .3

総 務 手 数 料 8 4 8 6 ▲  2 ▲  2 .0

民 生 手 数 料 2 4 2 6 ▲  2 ▲  7 .4

衛 生 手 数 料 5 4 6 5 3 6 9 1 .8

土 木 手 数 料 1 1 8 3 3 3 .0

区 　 　 分

新 規 ・ 改 定 状 況 増 収 額

使 用 料

道 路 占 用 料 改 定 （ 平 成 3 0 年 4 月 ） 5 .5

自 転 車 等 駐 車 場 使 用 料 （ 調 布 西 第 ２ 路 上 ） 新 設 （ 平 成 3 0 年 ５ 月 ） 5 .7

自 転 車 駐 車 場 使 用 料 （ 調 布 東 第 ２ 路 上 ） 新 設 （ 平 成 3 1 年 3 月 ） 1 .9

自 転 車 等 駐 車 場 使 用 料 （ 調 布 東 代 替 ） 有 料 化 （ 平 成 3 1 年 4 月 ） 1 .7

自 転 車 等 駐 車 場 使 用 料 （ 調 布 東 第 １ 路 上 ） 新 設 （ 平 成 3 1 年 3 月 ） 1 .1

自 転 車 駐 車 場 使 用 料 （ 西 調 布 北 第 １ ） 新 設 （ 平 成 3 1 年 4 月 ） 0 .2

区 　 分



８　国・都支出金

ア　国・都支出金の状況（単位：百万円）
30年度 29年度 増減額 増減率 主　な　増　減　内　容
14,937 14,667 270 1.8

負担金 12,050 10,939 1,111 10.2

（構成比） 80.7 74.6 6.1

民生費 11,993 10,904 1,089 10.0
管内・管外私立保育所運営費負担金991，障害者自立支援給付費負担金
141，障害児施設措置費負担金20，生活保護費負担金▲81

衛生費 5 4 1 18.2 養育医療事業負担金0.7

教育費 53 31 21 67.7 幼稚園・認定子ども園施設型給付費負担金21

補助金 2,818 3,659 ▲ 841 ▲ 23.0

（構成比） 18.8 24.9 ▲ 6.1

総務費 148 80 68 84.1
社会資本整備総合交付金（安全ストック整備）58，地方創生推進交付金
6，社会保障・税番号制度カード交付事業補助金5

民生費 839 2,134 ▲ 1,295 ▲ 60.7
保育所等整備交付金▲968，臨時福祉給付金給付事業費補助金▲479，
保育対策総合支援事業補助金▲67，子ども・子育て支援整備交付金99

衛生費 243 26 217 825.8 循環型社会形成推進交付金215，母子保健衛生費補助金2

土木費 1,342 964 378 39.2
社会資本整備総合交付金（街路）438，社会資本整備総合交付金（交通安
全施設）76，社会資本整備総合交付金（生活道路）▲120

教育費 246 454 ▲ 208 ▲ 45.9 学校施設環境改善交付金▲184，国史跡整備費補助金▲31

委託金 69 69 0 0.1

（構成比） 0.5 0.5 0.0

総務費 1 1 0.3 36.2 中長期在留者住居地届出等事務委託金0.3

民生費 63 66 ▲ 2 ▲ 3.6 基礎年金等事務費委託金▲２

労働費 0.0004 0.0008 ▲ 0.0004 ▲ 49.3 健康保険被保険者取扱事務費委託金▲0.0004

教育費 4 2 2 97.9 支援機器等教材活用評価研究事業委託金2

30年度 29年度 増減額 増減率 主　な　増　減　内　容
12,040 11,457 583 5.1

負担金 4,341 3,844 497 12.9

（構成比） 36.1 33.6 2.5

民生費 4,295 3,805 490 12.9
管内・管外私立保育所運営費負担金405，障害者自立支援給付費負担金
71，後期高齢保険基盤安定負担金15，児童育成手当負担金▲5

衛生費 2 2 0.4 18.2

教育費 44 37 7 19.4 幼稚園・認定子ども園施設型給付費負担金7

補助金 7,226 6,982 245 3.5

（構成比） 60.0 60.9 ▲ 0.9

総務費 1,472 1,117 355 31.8 市町村総合交付金319，ユニバーサルデザインまちづくり整備37

民生費 4,019 4,347 ▲ 328 ▲ 7.5

待機児童解消区市町村支援事業費補助金▲694，定期借地権認可保育所整
備促進補助金▲48，学童クラブ整備費補助金37，子ども家庭支援区市町
村包括補助事業補助金37，保育士等キャリアアップ38，宿舎借上げ支援
事業費補助金47，子育て推進交付金155

衛生費 129 127 2 1.8
医療保健政策区市町村包括補助事業補助金5，予防接種事故対策費補助金
2，地域自殺対策緊急強化補助金2，出産・子育て応援事業補助金▲6

労働費 21 14 8 56.1 人づくり・人材確保支援事業補助金8

農業費 41 42 ▲ 1 ▲ 3.1 都市農業活性化支援▲22，都市農地保全支援プロジェクト20

商工費 9 10 ▲ 1 ▲ 10.6 新元気を出せ商店街事業補助金▲1

土木費 1,177 954 223 23.4
市町村土木補助事業費補助金497，緊急輸送道路耐震化促進事業補助金
▲55，無電柱化事業補助金▲62，みちづくり・まちづくりパートナー事
業補助金▲118

教育費 358 371 ▲ 13 ▲ 3.5 冷房化支援特別事業補助金▲47，非構造部材耐震化支援事業補助金32

委託金 472 631 ▲ 159 ▲ 25.2

（構成比） 3.9 5.5 ▲ 1.6

総務費 418 549 ▲ 132 ▲ 24.0
衆議院選挙等委託金▲73，都議会選挙委託金▲73，都税取扱事務費委託
金8，住宅・土地統計調査委託金9

民生費 12 12 ▲ 0.1 ▲ 0.6 難病等医療費助成事務費委託金▲0.1

衛生費 16 6 10 158.8 風しん抗体検査事業委託金7，精神保健福祉事務費委託金2

土木費 13 52 ▲ 39 ▲ 74.5 都道歩道整備事業委託金▲41，都市計画基礎調査委託金2

教育費 13 12 1 10.9 学校・家庭連携推進事業委託金1

区　　分
国 庫 支 出 金

区　　分
都 支 出 金

生活保護費等の特定の事務事業に対しては，国や東京都から財源が交付されています。 財源は，そ

の性質により，法令等に基づく負担金，財政援助等の補助金，事務委託等の委託金に区分され，使い道

が特定されています。
平成30年度の国庫支出金は，管内・管外私立保育所運営費負担金や調布駅前広場用地買収に伴う社

会資本整備総合交付金の増などにより，総額149億3000万円余，前年度と比較して2億7000万円余
の増となりました。

都支出金は，市町村土木補助事業費補助金や管内・管外私立保育所運営費負担金の増などにより，総
額120億3000万円余，前年度と比較して5億8000万円余の増となりました。



イ　平成30年度国・都支出金決算額を他団体データと比較してみると･･･

参考）平成30年度国・都支出金の状況 （普通会計ベースの集計（注①）のため一般会計決算額と不一致となります）

①国庫支出金

市名
31年3月31日
現在人口(人)

国庫支出金
決算額(千円)

市民1人当たり
決算額　(円)

歳入決算額における
国庫支出金構成比

調布市 235,805 14,980,733 63,530 15.7

立川市 183,923 14,518,798 78,940 18.4

三鷹市 187,571 10,805,592 57,608 15.5

府中市 259,573 16,514,813 63,623 16.1

町田市 428,706 28,000,288 65,313 18.3

小平市 193,588 11,696,346 60,419 17.6

日野市 185,530 11,444,262 61,684 16.2

西東京市 203,222 12,390,946 60,972 16.4

8市平均 234,740 15,043,972 64,011 16.8

②都支出金

市名
31年3月31日
現在人口(人)

都支出金
決算額(千円)

市民1人当たり
決算額　(円)

歳入決算額における
都支出金構成比

調布市 235,805 12,059,632 51,142 12.7

立川市 183,923 8,921,841 48,509 11.3

三鷹市 187,571 8,489,803 45,262 12.2

府中市 259,573 11,034,419 42,510 10.8

町田市 428,706 20,043,204 46,753 13.1

小平市 193,588 8,945,995 46,212 13.5

日野市 185,530 9,626,806 51,888 13.6

西東京市 203,222 9,178,969 45,167 12.1

8市平均 234,740 11,037,584 47,180 12.4

①+②　国庫支出金+都支出金

市名
31年3月31日
現在人口(人)

国・都支出金
決算額(千円)

市民1人当たり
決算額　(円)

歳入決算額における
国・都支出金構成比

調布市 235,805 27,040,365 114,673 28.4

立川市 183,923 23,440,639 127,448 29.7

三鷹市 187,571 19,295,395 102,870 27.7

府中市 259,573 27,549,232 106,133 26.9

町田市 428,706 48,043,492 112,066 31.4

小平市 193,588 20,642,341 106,630 31.1

日野市 185,530 21,071,068 113,572 29.8

西東京市 203,222 21,569,915 106,140 28.5

8市平均 234,740 26,081,556 111,191 29.2

①普通会計：上下水道事業，国民健康保険，介護保険事業などの事業会計分を除く，一般会計を中心とした統計上の会計です。
　　　　　　  調布市では，一般会計と用地会計の合算額から両会計の重複分と介護保険の事業主としての支出分を控除したものが
　　　　　　  普通会計額となります。

※類似団体とは，人口規模と産業構造が類似している団体です。平成29年度から各市の産業構造区分が変更となり，
　 調布市との類似団体が三鷹市のみとなったため，本表では人口規模が類似している団体（7団体）と比較しています。

調布市の平成30年度の国・都支出金決算額を東京都内の他団体と単純比較するため，市民1

人当たりの決算額に割り返したデータで比較してみますと，次のように分析できます。
≪POINT≫

市税等の自主財源に対して，他（国・都）への依存財源といわれる国・都支出金について，
1人当たりの国庫支出金の額は6万3000円余（29年度6万2000円余），都支出金の額は
5万1000円余（29年度4万9000円余），国・都支出金合計では11万4000円余
（29年度11万2000円余）となっており，歳入決算における構成比では，類似団体中でやや
低めの決算額となっています。


